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５ Summary

\ Deputy of President : Yutaka Ashida,

Procurement Department, Japan Pension

Service

] Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Enclosed sealing and sending out

business 1 set

_ Performance period : From date of con-

tract through 30 September, 2016

` Delivery place : Places designated by Ja-

pan Pension Service

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

{ It must be a person who doesnÐt corre-

spond to the person and the bankrupt

who doesnÐt have the ability that the cor-

responding contract concludes by not ob-

taining rehabilitation.

| It is a person who disturbed the execu-

tion of the duty as the person and the

staff who disturbed the fulfillment of the

person and the highest bidder who dis-

turbed the execution of a person who did

the act of injustice for the compact pros-

ecution and a fair competition of the con-

tract, and it is ill-founded and it person

who doesnÐt correspond to the person

who doesnÐt perform a contract.

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
平成 26年１月８日
日本郵便株式会社調達部担当執行役員

河村 学
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13

１ 掲載日
平成25年12月24日（号外政府調達第241号）

２ 訂正内容
118ページ「ポロシャツ（長そで）」について
「１ 調達内容 ]件名及び数量」の数量「予
定116¶600着」を「予定116¶400着」に訂正しま
す。

入札公告の取消

次のとおり取り消します。
平成 26年１月８日
支出負担行為担当官
厚生労働省年金局事業企画課長 赤澤 公省
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13

平成25年11月１日付（号外政府調達第206号・
12ページ）掲載の入札公告「システム構築の調達
支援等業務 一式」を取り消します。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

} Have the Grade A, Grade B or Grade C

in ÚServiceÙ in terms of the qualification

for participating in tenders by the Minis-

try of Health, Labour and Welfare (Sing-

le qualification for every ministry and

agency) in Kinki Area in fiscal years

2013, 2014, 2015

~ Prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

� Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

� Prove to have no false statement in

tendering documents

‚ Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

ƒ Meet the qualification requirements

which Official in charge of disbursement

of the procuring entity may specify in ac-

cordance with Article 73 of the Cabinet

Order

b Time-limit for Tender : 10 : 00 AM, 27

February, 2014

c Contact point for the notice : Makoto

Miwa, Procurement Department, Japan

Pension Service, 4`8, Hon-machi 3-chome,

Chuo-ku, Osaka, 541`0053, Japan TEL

06`6268`9333

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
申請等の受付は、土曜日、日曜日及び祝日等（行
政機関の休日に関する法律第１条に規定する行政
機関の休日）を除く、午前９時から午後６時（電
子入札の場合）。または、午前９時15分から午後
６時（紙入札の場合（下記４\の担当部局の受付
時間））とする。ただし、申請期限等の最終日の受
付時間は、電子・紙入札ともに午後４時までとす
る。
平成 26年１月８日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 小池 剛

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 山形法務総合Ê建築工事（電子入
札対象案件）

^ 工事場所 山形県山形市大手町１`32

_ 工事内容 本工事は次に掲げる建築工事の
施工を行うものである。
１）庁舎 新築１棟、構造・階数 鉄筋コン
クリート造 地上４階地下１階建て、延べ
面積 6¶891fl

２）自転車置場 新築１棟、構造・階数 鉄
骨造 平屋建て、延べ面積 38fl

３）外構 新設一式

b 工事実施形態 本工事における工事実施形
態は下記のとおりとする。
{ 本工事は、入札時に施工方法等に関する
技術提案（以下「技術提案」という。）を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に
評価して落札者を決定する総合評価落札方
式（技術提案評価型（Ｓ型））の適用工事で
ある。

| 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律に基づき、分別解体等及
び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施
が義務付けられた工事である。

} 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。

~ 本工事は、主要な工事材料の積算数量を
記載した「工事数量総括表」を、設計図書
である特記仕様書の別表として新たに加え
ることで、契約事項として位置付ける試行
工事である。「工事数量総括表」に記載した
積算数量（以下「契約数量」という。）は、
公共建築数量積算基準に基づき計測・計算
された積算数量である。契約数量の扱い等
については、特記仕様書（別表）「工事数量
総括表」による。なお、「工事数量総括表」
に対する質問の提出及び質問に対する回答
書の閲覧等の方法は、設計図書と同様の扱
いとする。

� 本工事は、契約締結後、労働者確保に要
する方策に変更が生じ、公共建築工事積算
基準類の金額相当では適正な工事の実施が
困難になった場合は、実績変更対象費の支
出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計
変更する試行工事である。

c 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたい者は、承諾を得て
紙入札方式に代えることができるものとす
る。

４）取りこわし 一式
{ 既存庁舎 鉄筋コンクリート造 地上
４階地下１階建て、延べ面積 3¶411fl

（電気・機械設備含む）
| 既存車庫\ 鉄筋コンクリート造 平
屋建て、延べ面積 265fl（電気・機械
設備含む）

} 既存車庫] 鉄骨造 平屋建て、既製
品、延べ面積 18fl（電気設備含む）

~ 既存自転車置場\ 鉄骨造 平屋建
て、既製品、延べ面積 18fl

� 既存自転車置場] 鉄骨造 平屋建
て、既製品、延べ面積 12fl

� 既存物置 鉄骨造 平屋建て、既製品、
延べ面積 １fl

‚ 外構
５）その他 一式
{ 歩道切り下げ
| 仮設通路

` 工期 契約締結日の翌日から
１）平成27年10月30日まで（指定部分：１）
庁舎（ただし、Ò期工事のみ）、４）取り
こわし|既存車庫\、}既存車庫]、~既
存自転車置場\、�既存自転車置場]、�

既存物置）
２）平成29年３月15日まで（上記以外の全て
の工事）

a 使用する主要な資機材 コンクリート
5¶200‚、鉄骨 66ｔ、鉄筋 790ｔ、ガラス
980flš
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